
（令和５年度実績について）

資料２

成果を計る主な指標の実績値

健康都市やまと総合計画・前期基本計画
令和６年度　施策の進行管理



2017年
（H29）

時点等
2019年度

(R1)

男 1.63歳 1.71歳

女 3.57歳 3.56歳

2 市民意識調査で測定 62.9%
2016年
11月

3 市民意識調査で測定 57.1%
2016年
11月

4 介護予防セミナー受講者数
介護予防にかかる各種講座の受講者
数

1,112人
2018年
 3月

1,397人

5 シルバー人材センター会員数 年度末会員数 961人
2018年
 3月

1,004人

6 肺がん検診受診率
肺がん検診受診者数/職域等で受診し
ていない40歳以上の対象者×100

20.2%
2018年

3月
24.3%

7 特定健康診査の受診率
40歳以上の大和市国民健康保険加入
者が、特定健康診査を受診した割合
（法定報告値）

34.1%
2018年
 3月

32.6%

1 - 1 - 2
心身の健康を維持・
増進するための体制
が整っている

2015年
12月

めざす成果 成果を計る主な指標 計算式等

現状値

1 - 1 - 1
一人ひとりに健康づ
くりに取り組み、元気
で暮らしている

自ら健康づくりに取り組んでいる市民の割
合

高齢の方が地域で生き生きと活動している
と思う市民の割合

1
健康寿命（平均自立期間）と平均寿
命の差

65歳の平均寿命－65歳の平均自立期
間（介護保険の要介護1まで）

実績値
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2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2021年
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

2024年(R6)
　向上 ： ↗
　低下 ： ↘
　維持 ： →

理　由

1.75歳 1.72歳
差が短くなる
よう取り組み
ます

1.73歳 1.80歳
差が短くなる
よう取り組み
ます ↘

平均寿命、平均自立期間
(健康寿命）ともに短くな
り、平均自立期間の短縮
が平均寿命短縮よりも大
きかったため。（健康寿命
83.16歳→82.98歳と0.18歳
短くなり、平均寿命は84.88
歳→84.78歳と0.10歳短く
なっている。）

3.60歳 3.47歳
差が短くなる
よう取り組み
ます

3.63歳 3.67歳
差が短くなる
よう取り組み
ます ↘

平均自立期間（健康寿命）
の延伸より、平均寿命の
延伸が上回ったためであ
り、ともに延伸している。
（健康寿命85.87歳→85.95
歳と0.08歳延び、平均寿命
は89.50歳→89.61歳と0.11
歳延びている。）

62.7% 68.0% 58.6% 71.0% ↘

新型コロナウイルス感染
症の流行から令和5年5月
の感染症法上5類への位
置付けを経て、健康づくり
以外への関心が高まった
ため。
（以下、令和5年5月に新
型コロナウイルス感染症
が感染症法上5類に位置
付けられたことを「新型コ
ロナの5類移行」という。）

市民の間でそれぞれの
状態に応じて、健康の
維持や増進に向けた取
り組みが行われるよう、
普及啓発をはじめとす
る健康づくりの推進を
図ることなどにより、現
状値から毎年1.5%の上
昇を目指し目標値を設
定した。

61.8% 62.0% 58.5% 65.0% ↘
（令和3年度から5年度へ
の変化について）
コロナ禍においては遠出
せず、地域内の活動が増
えたが、新型コロナの5類
移行等により地域外で活
動 す る 機 会 が 増 え た た
め。

高齢化の進展や、生涯
現役社会の構築に取り
組む国の動向等を踏ま
えたうえで、高齢の方
の生きがいや居場所の
創出などを通じ、各年
度毎に1ポイントずつ増
加させていくことを目指
し目標値を設定した。

236人 562人 1,167人 1,064人 1,187人 1,194人 ↗
新型コロナの5類移行に加
え、事業の周知先の増加
や、身近な会場での開催
回数を増加したため。

現状値から今後の高齢
者人口の伸び率の推
計（中間目標値2017年
度比約4.9%増、最終目
標値同約7.4.%増）に合
わせて受講者が増える
ことを目指し、目標値を
設定した。

945人 971人 1,053人 964人 924人 1,122人 ↘
定年年齢の引き上げ等の
社会的な要因により入会
者が減少したため。

定年年齢の引き上げ等
社会的な要因で、シル
バー人材センターの入
会者の伸びは見込み
にくい状況にあるが、
入会しやすい環境づく
りなど会員増に向けた
活動を行うことなどによ
り、年23名程度増加さ
せ る 目 標 値 を 設 定 し
た。

22.5% 25.2% 26.2% 25.9% 25.6% 30.7% ↘
実績値としては0.3ポイント
減少しているものの、未受
診者への勧奨通知や広報
などによる受診勧奨は継
続しており、ほぼ横ばいの
状況と捉えている。

過去5年間における肺
がん検診受診率の状
況（毎年平均0.78ポイン
ト上昇）を踏まえ、毎年
1.5ポイントずつ受診率
を向上させることを目
指 し 目 標 値 を 設 定 し
た。

30.9% 32.4% 39.0% 31.8% 41.0% R5実績値なし

2016 年 度 の 実 績 値
34.7%を毎年度1ポイント
向上させ、2023年度に
受診率を41%とする目
標を掲げた国民健康保
険データヘルス計画に
基づき、前期基本計画
期間中に受診率41%の
達成を目指すこととして
目標値を設定した。

健康都市を実現するに
あたっては、平均寿命
に対して介護などの日
常生活の制約を受ける
期間を短くしていくこと
が必要と考え、国の健
康日本21等の考え方な
どを踏まえ、目標値を
設定した。

実績値
最終

目標値
目標値の
設定理由

R4→R5
※R4の実績値がない場合は直近の値と比較

中間
目標値

実績の変化

実績値
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2017年
（H29）

時点等
2019年度

(R1)

めざす成果 成果を計る主な指標 計算式等

現状値 実績値

8
肺炎及びその他の呼吸器系の疾患に
よる死亡者数/人口（10/1日現在）×
100,000

103.4人
2016年
12月

96.5人

9
自殺者数/人口（1０/1現在）×100,000
（人口動態統計による自殺者数）

14.5人
2017年
12月

14.7人

10
休日や夜間に受け入れた、内科や小児
科の軽症患者の年間受診者数

12,403件
2018年
 3月

10,532件

11 中度・重度患者数/総受診者数 14.8%
2018年
 3月

18.0% 

12 電話相談受付件数 18,068件
2018年

3月
17,925件

13
紹介患者数/（初診患者数-救急搬送患
者数-休日・夜間受診患者数）×100

60.9%
2018年

3月
76.0%

14
逆紹介患者数/（初診患者数-救急搬送
患者数-休日・夜間受診患者数）×100

29.6%
2018年

3月
60.9%

1 - 2 - 1
いざというときに診療
を受けられる

1 - 2 - 2
市立病院が地域の
基幹病院としての役
割を果たしている

1 - 1 - 2
心身の健康を維持・
増進するための体制
が整っている

肺炎等による死亡率（人口10万人あたりの
死亡者数）

自殺死亡率（人口10万人あたりの自殺者
数）

休日夜間急患診療所（一次救急）の年間患
者取扱件数

二次救急での中度・重度患者の割合

24時間健康相談受付件数

地域の診療所等から市立病院に紹介され
た患者の割合（紹介率）

市立病院から地域の診療所等に紹介した
患者の割合（逆紹介率）
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2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2021年
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

2024年(R6)
　向上 ： ↗
　低下 ： ↘
　維持 ： →

理　由

実績値
最終

目標値
目標値の
設定理由

R4→R5
※R4の実績値がない場合は直近の値と比較

中間
目標値

実績の変化

実績値

98.8人 112.5人 88.4人 99.9人 101.2人 79.4人 ↘

令和3年度※は新型コロナ
ウイルス感染症の感染拡
大に伴い、肺炎等による
死亡者が増加したことが
要因の一つと考えられる
ため。

※令和3年度の実績に基
づき算出した値が令和5年
度に示されるため、その値
を令和5年度の実績値とし
ている。

高齢者の肺炎球菌感
染症予防接種や口腔
ケアを含む標準的な感
染症予防に関する情報
を適時きめ細かく提供
し、継続していくことが
死亡率減少につながる
と考え、2013年度以降
の死亡率の推移（毎年
平均1.27人減）を踏ま
え、年3人の減を目標
値として設定した。

17.1人 16.6人 12.8人 20.1人 11.5人 R5実績値なし

国の自殺総合対策大
綱が10年で30%以上減
少させるとしていること
を踏まえ、本市におい
ても2017年の14.5人か
ら同比率の減少とし、
2021年で12.8人、2024
年で11.5人とした。

2,971件 3,585件 13,000件 5,690件 11,536件 13,000件 ↗
令和2～4年度に見られ
た、コロナ禍による受診控
え等が減ったため。

過 去 3 年 間 （ 2015 ～
2017）における取扱件
数が12,500件前後で推
移していることを踏まえ
つつ、二次救急におけ
る軽症患者の受診抑制
による軽症患者の流入
と、健康施策の普及に
よる一次救急受診者の
減少を考慮して目標値
を設定した。

20.6% 22.2% 17.2% 21.4% 23.5% 19.0% ↗
市民の適正受診への協力
が進んだこと等により微増
したと考えられるものの、
令和2年度に最終目標値
を達成して以降、ほぼ横
ばいの状況と捉えている。

2013～2017年度におけ
る実績では、前年度比
で0.58ポイントずつ増加
していたことから、毎年
度0.6ポイントを伸び率
として目標値を設定し
た。

17,709件 14,758 18,500件 15,964件 21,471件 18,500件 ↗
■新型コロナの5類移行に
より、専用の窓口ではな
く、本電話相談の利用を
選 択 す る 人 が 増 え た た
め。
■市民の健康不安に対し
即時対応ができるように、
コールセンターの体制を
強化したため。

現状の水準に達した過
去3年間（2015～2017）
平均18,500件の実績を
踏まえ、かつ、高齢化
に伴う相談件数の増加
と、健康施策の普及に
よる減少を考慮して目
標値を設定した。

78.6% 77.7% 73.2% 71.8% 78.7% 80.3% ↗
■適切な医療機関への受
診について啓発を進めた
ため。
■医師と協働して医療機
関の訪問活動を実施して
おり、病診・病病連携の推
進が図れたため。

地域医療の確保に向
けては、病診連携やか
かりつけ医等への支援
などが重要であり、そ
の機能を担う「地域医
療支援病院」に対して
国が求める水準の紹介
率に、前期基本計画期
間中に達するよう、中
間、最終目標値を設定
した。

79.2% 73.3% 54.5% 76.8% 79.2% 74.0% ↗
■適切な医療機関への受
診について啓発を進めた
ため。
■医師と協働して医療機
関の訪問活動を実施して
おり、病診・病病連携の推
進が図れたため。

地域医療の確保に向
けては、病診連携やか
かりつけ医等への支援
などが重要であり、そ
の機能を担う「地域医
療支援病院」に対して
国が求める水準の逆紹
介率に、前期基本計画
期間中に達するよう、
中間、最終目標値を設
定した。
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2017年
（H29）

時点等
2019年度

(R1)

めざす成果 成果を計る主な指標 計算式等

現状値 実績値

15
外来患者、入院患者に対する満足度調
査で測定

88.7%
2017年

10～11月
88.4%

16 がん患者受入数(延べ) 延べがん患者受入数 42,966人
2016年
12月

44,781人

17 市民意識調査で測定 49.4%
2016年
11月

18
大和市高齢者保健福祉計画・介護保険
事業計画策定のための実態調査で測
定

68.1%
2017年

1月

19
認知症サポーター養成講座受講済数/
総人口×100

5.0%
2018年

3月
7.0％

20
福祉施設から、自宅やグループホーム
などでの生活へと移行した人の累計

0人
2018年

3月
3人

21 一般就労への移行者数
福祉施設で、一般就労に結び付いた人
数

37人
2018年

3月
45人

22
就労移行支援事業所による職業訓練な
ど移行支援事業を利用した人数

81人
2018年

3月
86人

2 - 2 - 1

地域の温かい支えと
ともに人生を安心し
て送ることができてい
る

23 市民意識調査で測定 43.9%
2016年
11月

2 - 1 - 2
障がいのある方が地
域の中で自立した生
活を送っている

1 - 2 - 2
市立病院が地域の
基幹病院としての役
割を果たしている

2 - 1 - 1

高齢の方やその家
族が、不安・負担を
取り除くために必要
な支援を受けられる

認知症サポーターとなっている市民の割合

障がい者の地域生活移行者数（累計）

就労移行支援事業の利用者数

地域に支え合う人のつながりがあると思う
市民の割合

患者満足度調査における満足度の割合

介護を必要とする人が安心して暮らしてい
ると思う市民の割合

介護サービス利用者の満足度の割合
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2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2021年
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

2024年(R6)
　向上 ： ↗
　低下 ： ↘
　維持 ： →

理　由

実績値
最終

目標値
目標値の
設定理由

R4→R5
※R4の実績値がない場合は直近の値と比較

中間
目標値

実績の変化

実績値

81.6% 82.4% 91.0% 86.4% 83.6% 93.0% ↘
施設の老朽化等により、
主 に 環 境 面 （ 病 室 、 ロ
ビー、待合室、その他院内
施設等）に対しての満足度
が低下したため。

地域の基幹病院として
選ばれる存在であり続
けるためには、満足度
や信頼度を高めること
が重要な要素になるこ
とから、これまでの満足
度の伸び率を踏まえつ
つ、毎年度0.5ポイント
以上増やしていく目標
値を設定した。

40,223人 39,245人 48,000人 34,581人 36,381人 51,000人 ↗
新型コロナの5類移行によ
り、受診控え等が少なく
なったため。

市立病院が地域がん
診療連携拠点病院とし
て、受入れ体制を確固
たるものとし、神奈川県
地域医療構想における
大和市を含む県央2次
保健医療圏のがん患
者 数 の 増 加 見 込 み
（2025年と2010年との
対比値1.36倍）に対応
できるよう、目標値を設
定した。

56.3% 54.5% 56.4% 57.4% ↗
（令和3年度から5年度へ
の変化について）
ほぼ横ばいであり、介護
保険制度の利用状況が一
定程度で維持されている
と捉えている。

介護保険制度のさらな
る周知に努め、毎年１
ポイント上昇させること
を目標とした。

68.5% 73.1% 67.7% 76.1% R5実績値なし

サービスの質の向上を
図ることなどにより、毎
年１ポイント上昇させる
目標値を設定した。

7.3% 8.2% 10.0% 8.9% 10.0% 13.7% ↗
テキストの改訂を行ったこ
とにより、企業・団体から
の認知症サポーター養成
講座開催の申し込みが増
えたため。

現在のサポーター数の
実績値をベースに、今
後、認知症に関する啓
発や、養成講座を強化
していくことなどにより、
年間3,000人の新規サ
ポーターが生まれるこ
とを目指し、目標値を
設定した。

4人 4人 15人 5人 7人 26人 ↗
当事者への意思決定支援
の進め方や当事者のニー
ズを満たすサービス提供
体制の構築などに課題が
あり、増加率は比較的低
いものの、グループホーム
等 は増 加傾 向 に あ る た
め。

2016年度における施設
入 所 者 の う ち 、 9% が
2020年度までに地域移
行するとした第5期障が
い福祉計画の考え方に
沿って目標値を設定し
た。

36人 61人 49人 55人 50人 60人 ↘ 経済状況や景気動向の悪
化の影響を受けたため。

2016年度における一般
就労への移行者の実
績を、2020年度までに
50%増加させるとした第
5期障がい福祉計画の
考え方に沿って目標値
を設定した。

92人 110人 129人 96人 113人 161人 ↗ 障がい者の就労意欲が高
まっているため。

2016年度における就労
移行支援事業の利用
者数の実績を、2020年
度までに約60%増加さ
せるとした第5期障がい
福祉計画の考え方に
沿って目標値を設定し
た。

38.3% 48.5% 43.0% 50.0% ↗
■講演会や啓発活動によ
り地域住民への福祉への
関心を高められたため。
■地域での居場所づくり
が進んだため。

過去3回の市民意識調
査における実績値の平
均を踏まえたうえで、前
期基本計画終了時に、
2人に1人が支え合う人
のつながりがあると感
じるよう、目標値を設定
した。
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2017年
（H29）

時点等
2019年度

(R1)

めざす成果 成果を計る主な指標 計算式等

現状値 実績値

24
民生委員児童委員の委嘱数/民生委員
児童委員の定数

99.3%
2018年

4月
94.6%

25 第2層協議体の設置数 4箇所
2018年

3月
5箇所

26
大和市国民健康保険加入者一人あたり
の医療費の対前年度伸び率

2.0%
2017年

3月
3.1%

27
働ける世帯（その他世帯）数/保護受給
世帯総数×100

12.5%
2018年

3月
10.8%

28 妊婦健康診査の平均受診回数
妊婦健康診査受診数（補助券使用枚
数）/妊婦健康診査補助券交付数×14
回

11.5回
2018年

3月
11.6回

29
4か月児健康診査を受診した子どもの
数/同健康診査対象児数×100

97.7%
2018年

3月
98.6%

30 3歳6か月児健康診査の受診率
3歳6か月児健康診査を受診した子ども
の数/同健康診査対象児数×100

95.5%
2018年

3月
95.7%

31
3歳6か月児健康診査でう蝕がなかった
子どもの数/同健康診査を受診した子ど
もの数×100

87.0%
2018年

3月
87.2%

3 - 1 - 2
こどもを望んだ時か
らサポートが受けら
れる

32 市民意識調査で測定 52.2%
2016年
11月

2 - 2 - 2
社会保障のしくみが
安定的に維持されて
いる

3 - 1 - 1
すべてのこどもがすく
すくと健康に育って
いる

2 - 2 - 1

地域の温かい支えと
ともに人生を安心し
て送ることができてい
る

民生委員・児童委員充足率

協議体の設置数（累計）

国民健康保険制度における１人当たりの医
療費の伸び率（対前年度）

保護受給世帯のうち、働ける世帯（その他
世帯）の割合

4か月児健康診査の受診率

3歳6か月児健診で、う蝕なしと判定された
子どもの割合

子育てに関する不安を相談できる場がある
と思う市民の割合
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2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2021年
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

2024年(R6)
　向上 ： ↗
　低下 ： ↘
　維持 ： →

理　由

実績値
最終

目標値
目標値の
設定理由

R4→R5
※R4の実績値がない場合は直近の値と比較

中間
目標値

実績の変化

実績値

95.7% 96.0% 100.0% 93.5% 93.1% 100.0% ↘
■定年延長等に伴う現役
就労者の増加等により新
たな委員の充足ができな
かったため。
■委員の高齢化により退
任者が増加したため。

県の条例で市町村ごと
に定められている民生
委員・児童委員の定数
を常に充足させることを
目指し、目標値を設定
した。

5箇所 5箇所 7箇所 6箇所 6箇所 9箇所 →
コロナ禍で活動が制限さ
れていた既存の協議体の
活動再開のサポートに注
力したため。

現状の開所状況を踏ま
えたうえで、2025年まで
の全地区設置を目指
し、目標値を設定した。

-2.7% 6.4% 2.0% 0.4％ 3.4％ 2.0% ↘
高齢化の進展や医療の高
度化により、一人当たりの
医療費が増えたため。

被保険者数は減少して
いるものの、1人当たり
の医療費の伸び率は
医療の高度化等の要
因から増加している。
近年の伸び率の平均
は 2.38% と な っ て い る
が、データヘルス計画
を基に効果的な保健事
業を実施し、医療費適
正化を図ることで、伸び
率を2%とすべく目標値
を設定した。

11.3% 10.7% 11.0% 10.6% 11.3% 10.0% ↘
働 け る 世 帯の 数に つい
て、高齢単身世帯の減少
による相対的な増加に加
え、コロナ禍における住居
確保支援の終了などによ
り絶対数も増加したため。

高齢化の進展により就
労支援は困難になると
予想されるが、現状で
の実績を踏まえつつ、
働ける世帯への就労支
援を強化し自立に繋げ
ることを目指して、目標
値を設定した。

11.5回 11.0回 14回 11.4回 11.3回 14回 ↘
流産や早産、妊娠途中で
の転出入に影響される値
であり、親子（母子）健康
手帳交付時全員に、健康
診査の目的等を説明し、
受診勧奨に努めたことか
ら、概ね維持されていると
捉えている。

補助券交付後の流産
や妊娠途中での転出
入および出産時の妊娠
週数等により受診回数
は減少するが、国が望
ましいとする健診回数
の 14 回 を 目 標 値 と し
た。

95.9% 99.2% 98.0% 100.2% 98.6% 98.0% ↘
転出入に影響される値で
あることに加え、令和4年
度は100%以上であったこ
とから減少の幅が比較的
大きくなったが、実質的に
は例年と同程度の受診率
が維持されたと捉えてい
る。

入院等やむを得ない事
情により受診できない
対象児を2% 程度と見
込み、その他全員が受
診できることを目標とし
た。

90.1% 94.7% 98.0% 95.2% 97.9% 98.0% ↗
全数個別通知を行うととも
に、保育園や幼稚園等に
ポスター掲示を行い周知
に努めているほか、指定
日時に受診がない場合に
は再度勧奨通知を発送
し、受診率の向上に継続
的に努めたため。

全数個別通知を行うと
ともに、ポスター掲示な
ど周知に努めつつ、過
去の受診率推移を勘案
し、やむを得ない事情
により受診できない子
ども を １ ～ 2 ％と見込
み、98％を目標とした。

86.2% 89.6% 95.0% 93.4% 93.7% 95.0% ↗
対象者が１歳６か月児健
康診査時の歯科指導を個
別相談で行うことを継続的
に実施しているため。

1歳6か月児健診、2歳
児 歯科 相談 等を 通じ
て、う蝕予防に努め、
県計画と同様に最終的
に8ポイント上昇させる
ことを目標とした。

58.2% 58.0% 59.4% 60.0% ↗
子育て何でも相談・応援セ
ンターなどの各種相談機
関の周知が進んだため。

子育て何でも相談・応
援センターなどにおい
て、きめ細かな子育て
支援に努めるとともに、
同センターを含む各種
相談機関の周知を図る
ことにより、前期基本計
画の最終年度までに6
割の市民が相談できる
場があると感じることを
目指し、目標値を設定
した。
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2017年
（H29）

時点等
2019年度

(R1)

めざす成果 成果を計る主な指標 計算式等

現状値 実績値

33
子育て何でも相談応援センターの保健
師が受理した妊娠届出書の数/妊娠届
出書の提出総数

25.4%
2018年

3月
100%

34
（市内「こどもーる」における年間利用児
童数＋保護者数）/開設日数

70.4人
2018年

3月
86.7人

35
児童支援利用計画（障害児相談支援）
を利用した子どもの数

891人
2018年

3月
986人

36
2017年度に厚生労働省が変更した新た
な定義に基づく保育所等の待機児童数

0人
2018年

4月
0人

37
市内の全保育施設のうち、ベビーセン
サー等を備えている施設の割合

0%
2018年

3月
100%

38
放課後児童クラブ入所希望者数－入所
者数

0人
2018年

5月
0人

小
3
～

6

学習内容を習得したと判断できる調査
点数に達した児童の割合

60.3%
2018年
10月

68.4%

中
1
～

3

学習内容を習得したと判断できる調査
点数に達した生徒の割合

57.1%
2018年
10月

62.8%

4 - 1 - 1
こどもが確かな学力
を身につけている

3 - 1 - 2
こどもを望んだ時か
らサポートが受けら
れる

3 - 2 - 1
安心してこどもを預
けることができている

つどいの広場開設日１日あたりの平均利用
者数

児童支援利用計画（障害児相談支援）実利
用者数

保育所等の待機児童数（各年4月1日）

0歳児を預かる保育施設等における体動セ
ンサの設置割合

放課後児童クラブの待機児童数（各年5月1
日）

39
基礎的・基本的な学習内容の習得
を計る振り返り調査の通過率

妊娠届出時に専任保健師による個別面接
（相談）を受けた市民の割合
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2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2021年
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

2024年(R6)
　向上 ： ↗
　低下 ： ↘
　維持 ： →

理　由

実績値
最終

目標値
目標値の
設定理由

R4→R5
※R4の実績値がない場合は直近の値と比較

中間
目標値

実績の変化

実績値

89.6% 100% 100.0% 100.0% 100% 100.0% ↗
子育て何でも相談・応援セ
ンター（保健福祉センター
内）において、専任保健師
が全ての妊婦に対し、面
接を実施するようにしたた
め。

安心して出産・育児に
臨めるよう、2018年度
以降、子育て何でも相
談・応援センター（保健
福祉センター内）におい
て、専任保健師が全て
の妊婦に対し、面接を
実施したうえで母子健
康手帳を交付すること
から100%とした。

32.8人 40.1人 87.9人 41.8人 67.7人 89.7人 ↗
各種講座やイベントの充
実を図り、親子が参加しや
すい環境づくりに努めたた
め。

平 成 30 年 8 月 に こ ど
もーるつきみ野が北部
文化・スポーツ・子育て
センターに移転したこと
で、約20%の利用者数
の増加を見込むととも
に、市民への周知活動
を継続して行うことで、
前期基本計画の最終
年度において5%の増加
を目指すこととした。

1077人 1161人 1,247人 1246人 1,299人 1,515人 ↗
サービス利用計画を利用
する可能性が高い、児童
発達支援事業や放課後等
デイサービスを利用する
子どもが増加したため。

児童支援利用計画（障
害児相談支援）を利用
する子どもの数は年々
増加しているため、近
年の増加率推移を勘案
し、現状値の10%が毎
年度増加していく目標
値を設定した。

0人 0人 0人 0人 0人 0人 ↗
小規模保育施設2か所の
新設整備等（定員88人増）
を進めたため。

現状を維持し、待機児
童を発生させないこと
を目標とした。

100% 100% 100% 100％ 100% 100% ↗
令和5年度においても全保
育施設で体動センサを設
置することができたため。

保護者が安心して子ど
もを預けることができる
保育環境を整えるため
に、市内すべての保育
施設にベビーセンサー
等を導入することを目
標とした。

0人 0人 0人 0人 0人 0人 ↗
学校等と調整を図り、余裕
教室や放課後の特別教室
の使用、また、民営児童ク
ラブの活用によって児童
の受け皿を拡充したこと
で、保護者の就労ニーズ
の高まりなどによる入会児
童数の増加に対応したた
め。

現状を維持し、待機児
童を発生させないこと
を目標とした。

72.8% 75.6% 72.0% 77.9% 77.1% 80.0% ↘
基礎的・基本的な学習
内容を習得しているこ
とを示す指標として児
童の8割の通過を目安
に設定した。

80.0% 84.1% 70.9% 82.5% 81.6% 80.0% ↘
基礎的・基本的な学習
内容を習得しているこ
とを示す指標として生
徒の8割の通過を目安
に設定した。

令和4年度と5年度の比較
では低下となるが、現状値
以降の大きな傾向として
は増加しているため、学習
指導要領の指導事項が定
着しつつあると捉えてい
る。
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2017年
（H29）

時点等
2019年度

(R1)

めざす成果 成果を計る主な指標 計算式等

現状値 実績値

小
4
～

6

年間読書冊数/（児童数×12） 14.6冊
2018年

3月
16.8冊

中
1
～

3

年間読書冊数/（生徒数×12） 4.4冊
2018年

3月
4.8冊

41
（公財）図書館振興財団による図書館を
使った調べる学習コンクールへ応募し
た児童生徒数

6,992人
2018年

8月
7,097人

42 市民意識調査で測定 37.5%
2016年
11月

43 電話・窓口相談受付件数 201件
2013～2017
年度の平均
相談件数

198件

小
4
～

6

小学校4～6年生を対象としたアンケート
調査で測定

95.9%
2018年

7月
92.4%

中
1
～

3

中学生を対象としたアンケート調査で測
定

95.0%
2018年

7月
91.9%

45
野菜料理の残食重量/提供食重量×
100

10%
2018年

3月
11%

46 地産の食材/使用した全食材×100 20.2%
2017年10月
から12月のう
ち2週間

16.7%

4 - 1 - 2
こどもが個性・能力
にあった教育を受け
ている

4 - 2 - 1
心身ともに健康に学
校生活を送ることが
できている

4 - 1 - 1
こどもが確かな学力
を身につけている

「図書館を使った調べる学習コンクール」の
応募数

子どもの個性や能力にあった教育が行わ
れていると思う市民の割合

特別支援教育センターで扱った特別支援や
発達に関する保護者や学校からの延べ相
談件数

44
健康でいるために運動が大切だと
考えると答えた児童生徒の割合

40
児童・生徒の１か月の平均読書冊
数

小学校の給食残食率（野菜）

給食における地産地消の割合
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2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2021年
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

2024年(R6)
　向上 ： ↗
　低下 ： ↘
　維持 ： →

理　由

実績値
最終

目標値
目標値の
設定理由

R4→R5
※R4の実績値がない場合は直近の値と比較

中間
目標値

実績の変化

実績値

15.5冊 15.5冊 15.4冊 15.6冊 13.5冊 16.0冊 ↘
進んで、楽しんで読書
をすることは、子どもの
感性を磨くことにつなが
るため、前期基本計画
終了時に児童が一週
間で4冊程度読書する
ようになることを目指
し、目標値を設定した。

5.0冊 5.3冊 5.2冊 6.0冊 5.1冊 5.8冊 ↘
進んで、楽しんで読書
をすることは、子どもの
感性を磨くことにつなが
るため、前期基本計画
終了時に生徒が一週
間で1冊以上読書する
ようになることを目指
し、目標値を設定した。

1,939人 7,090人 7,200人 7,129人 8,070人 7,410人 ↗
■コンクールが児童生徒
及び各校に浸透してきた
ため。
■一人一台端末の導入に
より、インターネットを利用
した調べ学習が学校でも
容易に実施できるように
なったため。

子どもが、充実した学
校図書館や情報通信
ネットワークなどを適切
に活用し、調べる学習
を通して主体的に学ん
でいることを示す指標と
して、1年あたり1ポイン
ト増加する目標値を設
定した。

42.6% 42.5% 43.7% 45.5％ ↗
学校現場における個別最
適な学びと協働的な学び
の一体的な取組が児童生
徒の変容につながり、そう
した取組が、市民に伝わっ
たため。

学校教育の充実が児
童生徒等の関係者に
実感され、そのことが
広く市民に浸透していく
ことも視野に入れ、毎
年1ポイント上昇してい
く目標値を設定した。

185件 211件 240件 203件 225件 270件 ↗
コロナ禍の影響が小さくな
り 、 通 常 の 学 校 生 活 が
戻ったことにより、学校に
おいて相談が必要となる
状況も増えたため。

2019年4月にオープン
する本センターにおけ
る相談件数について、
他の教育関連施設に
おける相談件数の実績
を参考に、1年あたり10
件の増加に対応してい
くことを目指し、目標値
を設定した。

98.6% 98.8% 98.0% 98.9％ 98.9% 100.0% →
健康の大切さや健康の重
要性を感じるように教育活
動の工夫を継続したため。

児童が体を動かすこと
の楽しさや心地よさを
感じ、健康な生活の元
となる規則正しい生活
の大切さについての理
解が進んでいることを
示す指標として、前期
基 本 計 画 終 了 時 に
100%に達することを目
指し、目標値を設定し
た。

98.6% 98.4% 98.0% 98.3％ 98.5% 100.0% ↗
■健康の大切さや健康の
重要性を感じるように教育
活動を工夫したため。
■コロナ禍による制限を
経験したうえで、運動部活
において運動することの
大切さや楽しさを改めて感
じることができたため。

生徒が体を動かすこと
の楽しさや心地よさを
感じ、健康な生活の元
となる規則正しい生活
の大切さについての理
解が進んでいることを
示す指標として、前期
基 本 計 画 終 了 時 に
100%に達することを目
指し、目標値を設定し
た。

11% 12％ 8.7% 12% 13% 8.0% ↘
コロナ禍により、給食を通
した食育の機会が減り、好
き 嫌 い の 改 善 が進 ま な
かった影響が令和5年度
にも及んだため。

県の第３次神奈川食育
推進計画（H30～R4）現
状値及び目標値（5%以
下）に近づくことができ
るよう、目標値を設定し
た。

15.6% 17.8% 24.0% 19.3% 21.1% 27.0% ↗
地場産の作付け依頼や給
食への使用を積極的に働
きかけたため。

大和市の農家の生産
状 況 （ 少 量 他 品 目栽
培）と過去3年間の伸び
率を踏まえ、年1%の増
を目標とした。

読む量よりも内容を重視
す る 児童 生 徒 が 増 えた
が、それに応えられるよう
に書籍の鮮度を保つこと
が難しくなってきているた
め。
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2017年
（H29）

時点等
2019年度

(R1)

めざす成果 成果を計る主な指標 計算式等

現状値 実績値

47
登録世帯数/児童・生徒の全世帯数×
100

89.9%
2018年

3月
93.0%

48
中学生以下の交通事故の年間市内発
生件数（1～12月）

73件
2017年
12月

64件

小
該当不登校児童の出席数/該当児童の
授業日数×100

46.4%
2018年

3月
48.2%

中
該当不登校生徒の出席数/該当生徒の
授業日数×100

39.5%
2018年

3月
36.4%

小
神奈川県児童生徒の問題行動等調査
による

85.4%
2018年

3月
84.9%

中
神奈川県児童生徒の問題行動等調査
による

93.8%
2018年

3月
93.3%

小
4
～

6

小学校4～6年生を対象としたアンケート
調査で測定

65.4%
2018年

7月
75.3%

中
1
～

3

中学生を対象としたアンケート調査で測
定

67.8%
2018年

7月
74.1%

4 - 2 - 3
こどもが豊かな感性
を身につけている

52
美術鑑賞に参加した児童を対象とした
アンケート調査で測定

80.6%
2018年
10月

82.0%

4 - 2 - 1
心身ともに健康に学
校生活を送ることが
できている

4 - 2 - 2
多様性を尊重し他者
とともに生きるための
社会性が育っている

50 いじめ問題の解消率

51
自分には良いところがあると思うと
答えた児童生徒の割合

学校PSメール世帯普及率

子どもの交通事故の市内発生件数

49
いじめ、友人関係、家庭環境に係る
不登校児童・生徒の改善の状況

美術館等で対話による美術鑑賞を行った
児童が美術作品に興味を持った割合
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2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2021年
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

2024年(R6)
　向上 ： ↗
　低下 ： ↘
　維持 ： →

理　由

実績値
最終

目標値
目標値の
設定理由

R4→R5
※R4の実績値がない場合は直近の値と比較

中間
目標値

実績の変化

実績値

97.6% 99.1% 93.0% 98.4% 98.2% 95.0% ↘
保護者への周知は徹底し
ているが、必要性を感じな
い等、登録しない世帯は
一定程度残ることが見込
まれることから、令和3年
度以降はほぼ上限に達し
ていると捉えている。

非常時や緊急時に学
校から各家庭に連絡が
確実、迅速に取れるよ
うにするため、概ね全
ての世帯への普及を目
標とした。

44件 58件 66件 66件 49件 62件 ↗
子どもたちへの交通安全
教室、啓発活動を積極的
に展開したため。

自転車教室や啓発活
動などを積極的に実施
し、前期基本計画の最
終年度までに現状値か
ら15%以上減少させるこ
とを目指し、目標値を
設定した。

47.1％ 39.1% 49.2% 41.1% 45.7% 51.3% ↗
■不登校児童に対して、
長期化する前に早期対応
を行ってきたため。
■不登校となる可能性が
高い児童に対しては、児
童の状況に合わせた個別
の対応を行ったため。

一人ひとりの児童を大
切にした教育の取り組
みを示す指標として、2
年間（2016・2017）の実
績を踏まえ、毎年1ポイ
ント程度改善させること
を目指し、目標値を設
定した。

34.7％ 38.0％ 44.7% 52.5% 46.6% 48.6% ↘
文部科学省の不登校支援
の視点に基づき、登校以
外 の 方 法 に よ る 支 援 も
行ったため。

一人ひとりの生徒を大
切にした教育の取り組
みを示す指標として、2
年間（2016・2017）の推
移を踏まえ、毎年1ポイ
ント程度改善させること
を目指し、目標値を設
定した。

84.3% 81.9% 95.0% 85.7％ 93.4% 100.0% ↗
一人ひとりの児童を大
切にした教育の取り組
みを示すため、いじめ
問題へ迅速に対応し、
全てを解消につなげる
ことを目標に指標を設
定した。

66.6% 75.9% 98.0% 63.8％ 85.4% 100.0% ↗
一人ひとりの生徒を大
切にした教育の取り組
みを示すため、いじめ
問題へ迅速に対応し、
全てを解消につなげる
ことを目標に指標を設
定した。

82.3% 82.0% 71.4% 83.2％ 85.8% 75.4% ↗
少なくとも4分の3以上
の児童が自己肯定感を
持ち、心の健康が保た
れている状況となること
を目指し、過去の傾向
を踏まえ目標を設定し
た。

79.5% 80.6% 73.8% 83.2％ 84.6% 77.8% ↗
少なくとも4分の3以上
の生徒が自己肯定感を
持ち、心の健康が保た
れている状況となること
を目指し、過去の傾向
を踏まえ目標を設定し
た。

96.9% 83.6% 96.4％ 94.0% 86.6% ↘
令和4年度から5年度ヘは
低下したが、支援員（シャ
ベラー）による丁寧な学習
活動により、児童一人ひと
りが満足感をもって活動に
取り組めたことから、最終
目標値を上回る実績を維
持できたと捉えている。

対話により、深い鑑賞
ができることで、美術に
興味を持つ児童が毎
年、1ポイント増加する
ことを目標に設定した

早期での解決に向け、い
じめの認知を積極的に進
めたため。

学級活動等で、本音を表
現し合い、互いに認め合う
体験をするエンカウンター
等行い、自己肯定感や自
己有用感を高める授業に
取り組んだため。
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2017年
（H29）

時点等
2019年度

(R1)

めざす成果 成果を計る主な指標 計算式等

現状値 実績値

53
全放課後子ども教室における1日あたり
の平均参加者数の合計/全児童数

8.6%
2018年

3月
8.6%

54 年間利用総数/年間平均開館日数 415人
2018年

3月
360人

55
中高生ボランティア参加者数

「大和市民まつりで青少年指導員ととも
にブースの企画・運営を行う中高生ボラ
ンティア」、「青少年健全育成に係るイベ
ントの企画・運営に携わる中高生ボラン
ティア」の参加者数

83人
2018年

3月
55人

56
地域防災訓練を実施している単位自治
会数/全単位自治会数×100

78.0%
2018年

3月
74.6%

57
避難行動要支援者支援制度に関する
アンケート調査で測定

53.3%
2017年

5月
50.7%

58
耐震性のある住宅戸数/住宅全戸数×
100

92.6%
2018年

3月
94.0%

59 市民意識調査で測定 70.1%
2016年
11月

60
都心南部直下地震に対して想定してい
る非常食料の備蓄率

85.3%
2018年

3月
92.7%

5 - 1 - 2
防災・減災のしくみが
整っている

4 - 2 - 3
こどもが豊かな感性
を身につけている

5 - 1 - 1
災害に対して自ら備
えをしている

地域で広域避難場所が知られていると思う
市民の割合

想定避難者数に応じた非常食料の備蓄率

放課後子ども教室参加率

児童館の１日あたりの平均利用者数（全２
２館）

地域防災訓練を実施している自治会の割
合

避難行動要支援者支援制度の推進メン
バーを決めている自治会の割合

住宅の耐震化率
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2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2021年
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

2024年(R6)
　向上 ： ↗
　低下 ： ↘
　維持 ： →

理　由

実績値
最終

目標値
目標値の
設定理由

R4→R5
※R4の実績値がない場合は直近の値と比較

中間
目標値

実績の変化

実績値

7.7% 6.8% 11.0% 7.4％ 7.5% 12.0% ↗
イベント開催や子ども教室
での過ごし方を工夫したた
め。

子どもたちの放課後の
過ごし方が多種多様化
している中で、施策推
進に合わせたより一層
の定着を図りつつ、毎
年度0.5%の増加を目指
し、2024年度には児童
の参加率12%を目標値
として設定した。

103人 156人 432人 183人 224人 440人 ↗
■HPや児童館だよりを活
用し、イベントや工作の情
報をお知らせすることで児
童 館 の 周 知 を 行 っ た た
め。
■子どもたちに人気のあ
る卓球等ができる機会を
増やしたため。

放課後子ども教室や放
課後寺子屋やまと等の
実施・拡充により、児
童・生徒の放課後の過
ごし方が多様化してい
ることから、過去10年
間で児童館の利用者
数は減少傾向にある
が、放課後の居場所の
一つとして利用者数の
維持を目標とし、過去5
年間の平均利用者数を
目標値として設定した。

0人 0人 　130人 8人 64人 135人 ↗
大和市民まつりと青少年
センターまつりをコロナ禍
以前の規模に戻し実施し
たため。

より多くの中高生がボ
ランティア活動の体験
を通じて、今後の青少
年健全育成を担う人材
へと成長することを目
指し、過去3年間（2015
～2017）における平均
参加者数(93人）から5
割程度の増となるよう
目標値を設定した。

5.3% 7.4% 82.0% 31.5% 53.0% 85.0% ↗
新型コロナの5類移行等に
より、訓練の再開が促進さ
れたため。

消防団と連携して各自
治会に積極的な訓練の
実施を働きかけ毎年1
ポイント程度、実施率
が増加していくことを目
標とした。

51.7% 49.3% 62.9% 50.0% 31.8% 67.7% ↘
役員交代等で取り組みが
止まった自治会があった
ため。（実績値には含まれ
ないものの、推進メンバー
を決めずに取り組みを進
める自治会もある。）

災害時に要支援者が
避難行動に対する支援
を受けられるよう、前期
基本計画期間中に、概
ね2/3の地域において
平常時における地域で
の取り組みが進んでい
くことを目標に設定し
た。

94.6% 95.1% 95.0% 95.6% 96.1% 96.5% ↗
旧耐震基準の住宅の建替
え、耐震改修工事が進む
よう、耐震化の普及啓発を
積極的に行ったたため。

国や県から示される基
本方針や計画に基づき
改定する「耐震改修促
進計画」の中で、住宅
の耐震化率を定めるこ
ととした。

70.9% 71.0% 70.0% 73.0% ↘
（令和3年度から5年度へ
の変化について）
広域避難場所への避難に
限らず、避難所外避難（在
宅避難）を含めた、各個人
に適した避難について周
知しており、広域避難場所
に避難するという意識が
相対的に低下したため。

年間の総合防災訓練、
講演会等の参加者を
2,500人程度に見込み、
そのうち広域避難場所
を知らない市民の割合
が約1,000人であること
から、毎年約1,000人程
度の周知を図っていく
ことを目指し、目標値を
算出した。

100.1% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% ↗
2020 年 度 に 達 成 し て 以
降、備蓄率が維持できる
ように補充、入れ替え等を
実施しているため。

地域防災計画の想定
地震「都心南部直下地
震」の発生に伴い、生じ
る見通しの避難者数等
に対応する非常食料の
備蓄率を100%にするこ
とを目標とした。
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2017年
（H29）

時点等
2019年度

(R1)

めざす成果 成果を計る主な指標 計算式等

現状値 実績値

61
市が実施する防災講話を受講した団体
数

40団体
2018年

3月
33団体

62 防災協力農地に登録している農地の数 4箇所
2018年

3月
6箇所

63 耐震性のある棟数/全棟数×100 97.3%
2018年

3月
100%

64
公共下水道による浸水対策整備済区
域面積/事業認可区域面積×100

68.9%
2018年

3月
70.0%

65 市民意識調査で測定 55.8%
2016年
11月

66
市内の年間犯罪認知（発生）件数（1月
～12月）

1,990件
2017年
12月

1,541件

67
サポーター登録申請数－サポーター登
録廃止数

201人
2018年

3月
262人

68 防犯灯設置台数/市域面積（27.09k㎡） 449.6灯
2018年

3月
483.9灯

69
市内の交通事故の年間発生件数（1月
～12月）

922件
2017年
12月

824件

70
イベントなどを除いた交通安全教室等
の参加者数

23,236人
2018年

3月
21,214人

71 安全運転診断を受けた延べ人数 55人
2018年

3月
184人

5 - 2 - 2
交通事故の不安を感
じることなく暮らして
いる

5 - 1 - 3
都市の防災機能が
充実している

5 - 2 - 1
犯罪の不安を感じる
ことなく暮らしている

5 - 1 - 2
防災・減災のしくみが
整っている

防災講話の受講団体数

防災協力農地数（累計）

公共建築物の耐震化率

雨水整備率

シルバードライブチェック実施者数（累計）

以前に比べて、大和市の治安は良くなった
と思う市民の割合

年間犯罪認知（発生）件数

安全安心サポーター活動登録者数（累計）

市域面積（ｋ㎡）あたりの防犯灯設置数（累
計）

交通人身事故発生件数

交通安全教室等参加者数（イベントを除く）
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2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2021年
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

2024年(R6)
　向上 ： ↗
　低下 ： ↘
　維持 ： →

理　由

実績値
最終

目標値
目標値の
設定理由

R4→R5
※R4の実績値がない場合は直近の値と比較

中間
目標値

実績の変化

実績値

22団体 11団体 52団体 15団体 26団体 64団体 ↗
コロナ禍による行動制限
の緩和が浸透し、防災講
話等の活動の再開が増加
したため。

毎年度、3～4団体程度
の新規参加を得ること
を目指し、目標値を設
定した。

6箇所 11箇所 8箇所 10箇所 11箇所 11箇所 ↗ 広報やまと等により積極
的に周知したため。

毎年度、1箇所の新規
登録を得ることを目指
し、目標値を設定した。

100% 100% 100% 100% 100% 100% ↗
耐振性が不足する公共施
設の管理者との協議を迅
速に進め、令和元年度時
点で全ての公共施設の耐
震化を達成できたため。

国や県から示される基
本方針や計画に基づき
改定する「耐震改修促
進計画」の中で、公共
建築物の耐震化率を定
めることとした。

70.0% 70.1% 70.7% 70.1% 69.8% 71.0% ↘
中央森林東側地区の市街
化区域編入に伴い分母で
ある事業認可区域面積が
増加したため。

計画期間内での区画
整理の完成による雨水
整備や、浸水被害解消
に向けた、大和市公共
下水道事業計画に基
づ き 目 標 値 を 設 定 し
た。

58.9% 59.0% 58.7% 60.0% ↘
（令和3年度から5年度へ
の変化について）
実際に市内の刑法犯認知
件数が増加しており、治安
の悪化を感じる機会が増
えたため。

防犯活動団体との連携
や自主防犯活動団体
への支援などに加え、
街頭防犯カメラや防犯
灯の整備を進め、犯罪
が起こりにくい環境を
整えることにより、前期
基本計画終了時に6割
の市民が良くなったと
感じるまちになることを
目指し、目標値とした。

1171件 1,051件 1,690件 1,217件 1,790件 1,540件 ↘
新型コロナの5類移行等に
より、人流の回復が一層
進み、犯罪が発生する機
会も増えたため。

過去6年間の犯罪認知
(発生）件数を踏まえ、
件数の多い非侵入盗
及び、増加傾向にある
振 り込 め 詐 欺 に つい
て、3割程度減少させる
ことを目指し、目標を設
定した。

296人 300人 267人 303人 333人 300人 ↗ 募集活動を継続して実施
したため。

前期基本計画終了時
までに市域1k㎡あたり
10人以上のサポーター
を確保すべく、目標値
を設定した。

490.7灯 493.7灯 495.7灯 496.9灯 499.2灯 517.8灯 ↗
住宅やマンション開発に伴
う移管及び自治会等から
の要望による新設を実施
したため

安全で安心して暮らす
ことができるよう、2018
年度からの5年間で市
域面積1ｋ㎡あたり500
灯を上回るペースで防
犯灯を設置することを
目指し、目標値を設定
した。

696件 716件 840件 669件 661件 784件 ↗
各種交通安全教室の実
施 、 啓 発 活 動 の 推 進 な
ど、地道な交通安全対策
を継続的にできたため。

各種交通安全教室や
様々な啓発活動を積極
的に実施し、前期基本
計画の最終年度までに
15％以上の減少を目指
し、目標値を設定した。

9,486人 11,470人 24,000人 15,523件 15,572人 24,400人 ↗ 各種交通安全教室が予定
通りに実施できたため。

市民に広く交通ルール
やマナーを周知するた
め、前期基本計画の最
終年度までに5%以上の
増加を目指し、目標値
を設定した。

204人 222人 355人 225人 230人 580人 ↗
自分の運転における欠点
を認識し、より安全な運転
を意識する高齢者が増加
したため。

高齢ドライバーの交通
事故抑制のため、1年
あたり75人程度ずつ増
やしていくことを目標と
した。
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2017年
（H29）

時点等
2019年度

(R1)

めざす成果 成果を計る主な指標 計算式等

現状値 実績値

72
（相談件数－継続件数）/相談件数×
100

98.8％
2018年

3月
98.6％

73
 出前講座におけるアンケート調査結果
e-モニターの結果

79.0%
2018年

3月
72％

十分な消防力が整っ
ている

74
火災発生件数（1～12月）/人口×
10,000

2.16件
2017年
12月

1.93件

75 救命講習終了者数 39,367人
2018年

3月
46,772人

76
覚知から傷病者を医療機関等に収容す
るまでに要した所要時間の合計/搬送
人員

38.2分
2017年
12月

33.9分

5 - 3 - 1
航空機による被害の
ない生活を送ってい
る

77

夕方の騒音、夜間の騒音に重みづけを
行い評価した1日の等価騒音レベルを
算出し、全測定日についてパワー平均
を算出したもの

69.6
2018年

3月
59.8

6 - 1 - 1
温室効果ガスの排出
量が削減されている

78
当該年度温室効果ガス排出量/2013年
度温室効果ガス排出量×100

96.0%
2015年

3月
89.1%

5 - 2 - 4

5 - 2 - 3
安心して消費生活を
送っている

消費生活相談の苦情件数のうち完結済み
の割合

消費生活センターの存在や役割について
知っている市民の割合

火災発生率（人口１万人あたりの火災発生
件数）

救命講習受講者資格取得者数（累計）

救急車の医療機関到着までの所要時間

時間帯補正等価騒音レベル（Ｌｄｅｎ）

温室効果ガス排出量（2013年度比）
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2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2021年
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

2024年(R6)
　向上 ： ↗
　低下 ： ↘
　維持 ： →

理　由

実績値
最終

目標値
目標値の
設定理由

R4→R5
※R4の実績値がない場合は直近の値と比較

中間
目標値

実績の変化

実績値

98.3% 98.7% 99.0% 98.2% 99.5% 99.3% ↗ 継続件数の減少のため。

消費生活相談で受理す
る苦情案件は完結まで
に平均約3回の対応を
要することなどを踏ま
え、過去5年間（H25～
H29）の最高値を目標と
した。

80% 85.9% 83.0% 83.4% 80.3% 90.5% ↘
令和5年度は様々な場で
講義を実施するなど、高
齢者に比べて消費生活セ
ンターの認知度が低い若
い世代へ周知する機会を
増やしたが、十分な効果
が得られなかったため。

消費者と事業者との取
引に関するトラブル解
決の相談窓口として、
消費生活センターの認
知度向上が重要と考
え､現状値と直近2か年
の伸びを考慮して目標
値を設定した。

1.6件 1.1件 0件 1.2件 2.0件 0件 ↘
令和4年度と比べ、放火に
よる火災件数が増加した
ため。

火災発生件数をゼロに
することは難しい状況
にあるが、消防の任務
は、市民の生命、身体
及び財産を火災から守
ることであるため、あえ
て意欲的な目標設定と
し、実現に向けて邁進
していくこととした。

4,7063人 47,421人 55,000人 48,401人 49,359人 66,700人 ↗ 救命講習を継続して実施
したため。

年間の救命講習の開
催により、資格を付与
することが可能な3,900
人を維持しながら、企
業や市民からのニーズ
が高い「短時間講習」
にも対応し、応急手当
等を行えるバイスタン
ダーが幅広く増えるよう
取り組むことを目指し、
目標値を設定した。

35.1分 37.4分 38.2分 38.6分 38.5分 38.2分 ↗
隊員の練度の向上等によ
り現場滞在時間を短縮で
きたため。

救急出動件数は、高齢
化等を背景に年々増加
傾向にあり、計画策定
時点においては2017年
に 過 去 最 高 を 記 録し
た。今後も出動件数の
増加とそれに伴う現場
到着時間や医療機関
到着時間の延伸が予
測されるが、迅速な現
場活動を展開し現場活
動時間の短縮化を図
り、傷病者の医療機関
への早期収容を目指す
ため、2017年の実績値
を維持する目標値を設
定した。

58.6 61.6
逓減させるよ
う取り組みま
す

60.6 60.4
逓減させるよ
う取り組みま
す ↗

令和4～5年度のLdenは約
60を維持しており、令和5
年度についても変化量は
例年のばらつきの範囲に
収まったため。

環境省において航空機
騒音に係る環境基準が
示されていることに鑑
み、本市における環境
基準の達成状況を把握
するための指標設定と
した。

83.1% 79.1% 93.5% 76.8% 73.8% 87.0% ↗
個人の環境に対する意識
が高まったことで、家庭部
門で排出量削減が進展し
たため。

環境基本計画において
設定した2027年度まで
に2013年度比19.5％削
減を目標とし、現状値
を基に目標値を設定し
た。
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2017年
（H29）

時点等
2019年度

(R1)

めざす成果 成果を計る主な指標 計算式等

現状値 実績値

6 - 1 - 1
温室効果ガスの排出
量が削減されている

79 市民意識調査で測定 49.2%
2016年
11月

80
1年間の家庭系ごみ発生量（ごみ）/総
人口（各年10月1日,推計人口）/365日
（366日）

424g
2018年

3月
424g

81
実際に資源化された量/廃棄物の総排
出量×100

27.8%
2018年

3月
28.2%

82
1年間のごみ焼却残渣のうち、資源化施
設へ輸送し資源化を行った量の割合

91.3%
2018年

3月
91.1%

83
毎年11月実施している大和市美化推進
月間クリーンキャンペーンの参加者数

3,883人
2017年
11月

3,295人

84 市民意識調査で測定 68.7%
2018年

3月

85
大和市と賃貸借契約などで保全を図っ
ている緑地面積＋行政で所有している
緑地面積

89.3ha
2018年

3月
86.2ha

86 利用権設定面積の合計 7.25ha
2018年

3月
7.03ha

87 市内全市民農園の利用区画数 943区画
2018年

3月
931区画

ごみの減量・資源化
により循環型社会へ
の歩みが進み、清潔
なまちが維持されて
いる

6 - 1 - 3
緑地が保全されると
ともに、市街地の緑
化も進んでいる

6 - 1 - 2

美化推進月間クリーンキャンペーン参加者
数

大和市には、緑や公園が多いと思う市民の
割合

保全を図っている緑地面積

農地の利用権設定面積

市民農園区画数

環境に配慮している人が多いと思う市民の
割合

市民一人１日あたりのごみ排出量

リサイクル率

ごみ焼却灰の資源化率
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2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2021年
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

2024年(R6)
　向上 ： ↗
　低下 ： ↘
　維持 ： →

理　由

実績値
最終

目標値
目標値の
設定理由

R4→R5
※R4の実績値がない場合は直近の値と比較

中間
目標値

実績の変化

実績値

51.3% 54.0% 47.1% 57.2% ↘
（令和3年度から5年度へ
の変化について）
イベント等の啓発の効果
が薄れ、、環境に配慮す
る意識の醸成が広がらな
かったため。

住宅への太陽光発電
等の設置に対する補助
や環境行政情報の提
供、各種環境啓発イベ
ント等を行うことで、環
境に配慮される市民を
毎年着実に1ポイントず
つ増やしていく目標値
を設定した。

438g 421g 424g 420g 405g 424g ↗
パンフレット・ごみカレン
ダーアプリ等を活用し、ご
みの減量化・資源化を啓
発したため。

2025年度までに、2014
年度の実績値から10g
の削減を目指すとした
「大和市一般廃棄物処
理基本計画」の目標値
を既に達成していること
から、直近の実績値を
目標値として設定した。

29.6% 29.2% 33.7% 29.0% 28.4% 32.8% ↘

資源については、紙製容
器包装・缶・ペットボトル・
容器包装プラ等の各種容
器包装の軽量化等によっ
て重さとしては減少する傾
向にあるが、ごみについて
は、生活に基づく生ごみな
ど、排出量がほぼ一定と
なるものが多く、結果とし
て重さは大きく変わらない
ことから、資源の割合が相
対的に減少するため。

2016年3月策定の「大
和市一般廃棄物処理
基本計画」において、
容器包装プラの再商品
化量及び焼却灰の資
源化量の増加などに取
り組むことで達成し得る
リサイクル率を掲げて
いることを受け、目標値
を設定した。

91.2% 91.0％ 100.0% 90.9% 90.1% 100.0% ↘
最終処分方法のリスク分
散のため、一部の焼却灰
については一定量を埋立
てているが、資源化も含め
た焼却灰の発生量全体が
減少したため。

2016年3月策定の「大
和市一般廃棄物処理
基本計画」において、
2016年度に市内最終
処分場が埋立完了予
定であることと、資源循
環型社会の形成や環
境負荷の低減等のた
めに全量資源化を目指
していることを受け、設
定した。

1,225人 1,543人 4,300人 1536人 1,691人 4,600人 ↗
新型コロナの5類移行等に
より、ボランティア清掃を
再開する市民が増加した
ため。

キャンペーン実施日の
天候等に大きく影響さ
れるものの、過去の実
績などから引き続き年
間100人程度の増加を
目指し、中間目標値及
び最終目標値を設定し
た。

71.2% 71.0% 72.9% 74.0% ↗
（令和3年度から5年度へ
の変化について）
公園の整備等を計画的に
進めたため。

2025年までに市民意識
を3/4（75%）まで引き上
げることを目標とした環
境基本計画をもとに目
標値を設定した。

86.1ha 86.4ha 90ha 85.7ha 84.5ha 90ha ↘
保全緑地と保存樹林につ
いて、所有者からの宅地
化等の土地利用などの意
向に伴う契約や協定の解
除があったため。

緑の減少が続き、保全
を図っている緑地面積
の現状値は89.3haであ
るが、今後、保全緑地
未借地の保全契約を進
め、着実に確保していく
ことを目指し、目標値を
設定した。

7.23ha 6.93ha 8.25ha 7.84ha 9.6ha 9.00ha ↗
農地を貸したい方と経営
拡大したい方との間の調
整を進めたことで貸し借り
が活性化し、利用促進が
図られたため。

生産者の高齢化等に
伴い利用権設定面積
が増加しているため、
過去の実績を踏まえて
目標値を設定した。

966区画 965区画 980区画 956区画 897区画 1,000区画 ↘
相続等に伴い、農地の貸
借の契約が終了となり、閉
園したため。

抽選倍率及び土地所
有者の相続等により閉
園となる農園や新規で
開園する農園を考慮し
目標値を設定した。
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2017年
（H29）

時点等
2019年度

(R1)

めざす成果 成果を計る主な指標 計算式等

現状値 実績値

6 - 1 - 3
緑地が保全されると
ともに、市街地の緑
化も進んでいる

88 緑助成で設置された生垣延長の累計 690.7m
2018年

3月
708.6m

境
川

境川及び引地川のＢＯＤ平均値 1.5㎎/l
2018年

3月
1.6㎎/l

引
地
川

0.8㎎/l
2018年

3月
1.3㎎/l

90 環境基準適合項目の割合 94.7%
2018年

3月
94.9%

91
苦情受付、現地調査、事業所への指導
まで行った件数

101件
2018年

3月
83件

92
小学校4年生を対象とした下水道の仕
組みや役割についての授業の実施校
数

20校
2018年

3月
18校

93
土地区画整理事業等実施面積/市街化
区域面積×100

58.0%
2018年

3月
60.5%

94
プロムナードにおける平日１日あたりの
通行者数

31,992人
2018年

7月
32,034人

95 市民意識調査で測定 46.7%
2016年
11月

96
地区計画、建築協定、地区街づくり協定
などルール化された面積の累計

125.4ha
2018年

3月
128.3ha

6 - 2 - 3
道路や公園を快適に
利用している

97 整備済延長/都市計画道路延長×100 64.1%
2018年

3月
64.4%

6 - 2 - 1
市街地の整備が計
画的に進んでいる

6 - 2 - 2
良好なまち並みが形
成されている

6 - 1 - 4

深呼吸したくなる空
気や、きれいな水に
囲まれて生活してい
る

民有地に設置された生垣延長（累計）

環境基準適合率

公害苦情件数

下水道出前授業の実施校数

土地区画整理事業などによる市街地整備
の割合

プロムナードにおける１日あたりの通行者
数

大和市は、良好なまち並みが形成されてい
ると思う市民の割合

89
河川の水質の基準とされている生
物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）

地区計画、建築協定、地区街づくり協定な
どルール化された面積（累計）

都市計画道路の整備率
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2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2021年
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

2024年(R6)
　向上 ： ↗
　低下 ： ↘
　維持 ： →

理　由

実績値
最終

目標値
目標値の
設定理由

R4→R5
※R4の実績値がない場合は直近の値と比較

中間
目標値

実績の変化

実績値

724m 740.6ｍ 786.0m 743.7m 743.7m 850.0m →
令和5年度における新規
申請は０件であったが、長
年積み上げてきた実績か
ら、上限に近い成果は得
られたと捉えている。

第8次総合計画で設定
した延長距離約22ｍ/
年を、今後も継続して
延長目標とする（10ｍ
未満は切り捨て）。

1.9㎎/l 1.4㎎/l 3.0㎎/l以下 1.6mg/l 1.4mg/l 3.0㎎/l以下 ↗

1.3㎎/l 1.1㎎/l 2.0㎎/l以下 1.3mg/l 1.1mg/l 2.0㎎/l以下 ↗

94.7% 94.6% 94.9% 94.6% 94.6% 95.0%以上 →
気候変動等に対する地球
規模レベルの対策を要し、
市単独での取り組みでは
効果を得ることが難しい光
化学オキシダント等の項
目が改善されていないた
め。

前期基本計画の最終
年度に環境基準適合
率が95%以上となること
を目標とした。

90件 76件 98件 85件 79件 96件 ↗
コロナ禍の影響が小さくな
り、自宅で過ごす時間が
減ったことにより、騒音や
振動などを実感する機会
も減ったため。

現状値を踏まえ、中間
目標値を現状値の2.5%
減、最終目標値を現状
値の5%減を目指し、目
標値を設定した

19校 20校 20校 20校 20校 20校 ↗
市 職 員 に よ る 授 業 に 加
え、配布した教材を使用し
た教師による授業も実施
でき る よ う に し てい る た
め。

市内の公立及び私立
小学校、20校の4年生
を対象に出前授業を実
施 す る 。 2018 年 度 現
在、20校すべての小学
校で実施済みであり、
継続して実施していく。

60.5% 60.5% 60.9% 60.5% 60.8% 61.2% ↗
中央森林東側地区が市街
化 区 域 に 編 入 さ れ た た
め。

2024年度までに土地区
画整理事業が完了する
予定となっているものを
見込み、目標値を設定
した。

27,024人 22,677人 32,950人 22,953人 26,697人 33,950人 ↗
新型コロナの5類移行等に
より、外出機会が増加した
ため。

大和駅周辺地区におい
て、駅周辺の民間開発
や建物更新等の誘導
などにより街づくりを推
進することで、毎年1%
ずつの通行者増を目標
値に設定した。

54.5% 50.5% 52.7% 53.3% ↘
（令和3年度から5年度へ
の変化について）
市民意識調査で得られた
まちづくりに関する意見等
に見られる、街の緑化や
空き家など、景観を構成
する各要素に関する課題
が影響したため。

これまでの取り組みに
よ っ て 、 市 民 の 意 識
は、5年(2011～2016)で
概ね2%程度の微増で
あったが、今後のまち
並み整備やまちのルー
ル化による良好なまち
並み形成を図っていく
ことで、これまでの倍と
なる1年で約0.8%の向上
を目指し、最終目標値
は53.3%を設定した。

127.9ha 127.9ha 149.2ha 127.7ha 138.8ha 154.2ha ↗
中央森林東側地区が市街
化 区 域 に 編 入 さ れ た た
め。

2024年度までに誘導す
べきと考える地区の区
域面積を見込み、目標
値を設定した。

64.8% 65.1% 64.9% 65.1% 65.1% 66.6% →
土地所有者との調整等が
進まず、都市計画道路の
整備を進められなかった
ため。

現在、事業を進めてい
る都市計画道路の完成
を見込み、目標値を設
定した。

環 境 基 準 が 境 川 は
8mg/ℓ以下、引地川は
5mg/ ℓ 以 下 で あ る た
め、安心して水遊びが
できる川を目指すことと
し、水源を本市に有す
る 引地 川に つい ては
2mg/ℓを目標値とし、他
市からの流入河川であ
る境川については目標
値を3mg/ℓとした。

小数点以下の範囲での変
動は天候等の自然的要因
が主であり、目標値を達
成しながら、一定程度の
状態を維持できていると捉
えている。
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2017年
（H29）

時点等
2019年度

(R1)

めざす成果 成果を計る主な指標 計算式等

現状値 実績値

98 都市公園の総面積/人口 3.19㎡
2018年

3月
3.25㎡

99
市街化区域内に整備されている都市公
園の総面積

49.3ha
2018年

3月
50.9ha

100 市民意識調査で測定 76.1%
2016年
11月

101
コミュニティバス全路線の年間延べ利用
者数

701,081人
2018年

3月
704,562人

102
車道の左側を通行する自転車の台数/
全自転車通行台数×100

48.4%
2018年

3月
50.9%

103
公共の場所に放置された自転車等の台
数

1,747台
2018年

3月
855台

104 図書館の年間来館者数 3,053,751人
2018年

3月
4,002,361人

105 貸出冊数/総人口 5.39冊
2018年

3月
5.51冊

6 - 3 - 2
自転車を安全で快適
に外出している

7 - 1 - 1
読書をする人が増え
ている

6 - 2 - 3
道路や公園を快適に
利用している

6 - 3 - 1
地域交通の利便性
が確保されている

自転車の適正通行率

撤去が必要となる違法駐輪の台数

図書館の年間来館者数

市民１人あたりの年間図書貸出冊数

市民１人あたりの都市公園面積

市街化区域内の都市公園面積

大和市は、公共交通機関を手軽に利用で
きると思う市民の割合

コミュニティバスの利用者数
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2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2021年
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

2024年(R6)
　向上 ： ↗
　低下 ： ↘
　維持 ： →

理　由

実績値
最終

目標値
目標値の
設定理由

R4→R5
※R4の実績値がない場合は直近の値と比較

中間
目標値

実績の変化

実績値

3.42㎡ 3.39㎡ 3.31㎡ 3.39㎡ 3.39㎡ 4.00㎡ →
都市公園面積は毎年増加
したが、人口も増加してお
り 、 指 標と しては同 一と
なったため。

第8次総合計画の目標
値に及んでいないこと
から、現状維持の目標
値とした。中間目標値
については、2021年度
までに整備が予定され
ている 都市公園面積
と、区画整理等による
帰属公園の見込みによ
り設定した。

51.3ha 51.4ha 51.0ha 51.9ha 51.9ha 51.6ha → 令和5年度中の新規開設
等がなかったため。

中間目標値について
は、2021年度までに整
備を予定している都市
公園面積と、区画整理
等による帰属公園の見
込みにより設定した。
最終目標値について
は、過去10年間に市街
化区域内で整備された
都市公園の面積を考慮
し、中間目標値に加算
した。

81.1% 79.0% 75.2% 80.0% ↘
（令和3年度から5年度へ
の変化について）
高齢化の進展により、公
共交通の必要性が高まる
一方で、燃料費の高騰や
人件費増加などにより路
線バスや鉄道の運賃の値
上 げ な ど が 行 わ れ たた
め。

コミュニティバスの運行
や、交通バリアフリーに
関する様々な施策を実
施することにより、高齢
化が進む中にあっても
前期基本計画の最終
年度までに80％の市民
が公共交通を利用しや
すいと感じる環境を目
指し、目標値を設定し
た。

515,671人 579,971人 725,000人 657,692人 724,491人 736,000人 ↗
新型コロナの5類移行等に
よる、外出機会の増加に
伴い、利用者が増加した
ため。

利用環境の充実に努
めるほか、利用促進の
取り組みを行うことで、
毎年1%程度 の利用者
増を見込む。

58.1% 64.6% 51.4% 68.4% 67.5% 53.4% ↘
道路幅員構成や土地利用
の状況の変化の影響によ
ると考えられるが、令和4
年度と5年度で60％後半を
維持しており、一定の成果
は得られていると捉えてい
る。

自転車事故が減少する
よう、自転車事故の主
な原因である歩道上の
危険走行と、車道右側
通行（逆走）の防止を促
す中で、適正通行率を
前期基本計画の最終
年度までに5ポイント上
昇させることを目指し、
目標値を設定した。

361台 351台 1,320台 443台 420台 1,000台 ↗
交通安全巡視員、駅前常
駐指導員による警告、撤
去などを継続して実施した
ため。

快適で安全な歩行空間
を確保するため、前期
基本計画の最終年度
までに40%以上減少さ
せることを目指し、目標
値を設定した。

1,922,640人 3,010,193人 4,094,700人 3,429,076人 3,763,607人 4,218,787人 ↗
新型コロナの5類移行に伴
い、外出する人が増えた
ため。

市内の図書館全体の
来館者数を現状値（中
央林間図書館及び渋
谷図書館は2018年度
の想定来館者数）から
毎年度1%伸ばす最終
目標値を設定した。

4.38冊 5.84冊 5.68冊 5.38冊 5.51冊 5.85冊 ↗
休館していたつきみ野学
習センターが令和5年4月
から再開したため。

大和市立図書館の来
館者数の伸び等を考慮
したうえで、年間図書貸
出冊数を最終的に現状
値から10%伸ばすことを
目指し、目標値を設定
した。（中間目標値は5%
の伸びとして設定）
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2017年
（H29）

時点等
2019年度

(R1)

めざす成果 成果を計る主な指標 計算式等

現状値 実績値

7 - 1 - 1
読書をする人が増え
ている

106
図書館が実施したおはなし会の参加者
数の合計

3,103人
2018年

3月
3,568人

107 学習センター来館者数/総人口 4.74回
2018年

3月
8.64回

108
生涯学習講座等の年間の延べ受講者
数

12,523人
2018年

3月
9,399人

109 市民意識調査で測定 45.7%
2016年
11月

110
芸術文化ホール（メインホール・サブ
ホール・ギャラリー・練習室）利用者数

306,018人
2018年

3月
225,063人

111
ＹＡＭＡＴＯＡＲＴ１００ として採用した文
化芸術イベント数

103イベント
2018年

3月
107イベント

112 市民意識調査で測定 38.3%
2016年
11月

113
郷土民家園＋つる舞の里歴史資料館
＋下鶴間ふるさと館利用者（ 入園・入
館者）数

54,443人
2018年

3月
47,760人

7 - 2 - 2
郷土の文化がしっか
りと引き継がれてい
る

7 - 1 - 2
生涯学習に取り組む
人が増えている

7 - 2 - 1
文化や芸術に親しむ
人が増えている

図書館や保育所などでのおはなし会の延
べ参加者数

市民一人あたりの学習センター来館回数

講座等の受講者数

文化や芸術活動が盛んに行われていると
思う市民の割合

芸術文化ホール年間利用者数

YAMATO ART100参加イベント数

大和市の歴史や文化は、しっかりと継承さ
れていると思う市民の割合

歴史文化施設の利用者数
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2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2021年
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

2024年(R6)
　向上 ： ↗
　低下 ： ↘
　維持 ： →

理　由

実績値
最終

目標値
目標値の
設定理由

R4→R5
※R4の実績値がない場合は直近の値と比較

中間
目標値

実績の変化

実績値

1,470人 2,392人 3,310人 2,595人 3,621人 3,420人 ↗
新型コロナの5類移行に伴
い、おはなし会を開催しや
すくなったため。

大和市立図書館の来
館者数の伸び等を考慮
し、図書館が実施する
各種おはなし会の参加
者数を最終的に現状値
から10%伸ばすことを目
指し、最終目標値を設
定した。

2.28回 5.72回 6.17回 5.96回 7.37回 6.55回 ↗
新型コロナの5類移行に伴
い、外出する人が増えた
ため。

生涯学習のための取り
組みを推進し、毎年2%
ずつ増加させることを
目標とした。

※現状値（2017年度実
績）は、桜丘学習セン
タ ー が 2017 年 9 月 ～
2018年3月まで閉館し
ていたことから、目標値
の算定に当たっては、
その要因及び2018年8
月の市民交流拠点ポラ
リスの開館を考慮して
算 定 し た 来 館 者 数
（1,394,000人）を基に算
定した。

3,236人 5,442人 13,400人 7,456人 11,487人 14,200人 ↗
新型コロナの5類移行に伴
い、外出する人が増え、講
座の開催回数等も増えた
ため。

生涯学習のための取り
組みを推進し、毎年2%
ずつ増加させることを
目標とした。

※目標値算定の基礎
数 値 （ 12,600 人 ） は 、
2017年9月～2018年3
月まで閉館していた桜
丘 学 習 セ ン タ ー 及 び
2018年8月の市民交流
拠点ポラリスの開館を
考慮して算定した。

48.2% 55.5% 51.2% 61.5% ↗
（令和3年度から5年度へ
の変化について）
新型コロナの5類移行によ
り、多くのイベントが再開さ
れたため。

文化芸術振興のため
の取り組みを推進し、
毎年2ポイントずつ増加
させるこ とを 目標 とし
た。

43,931人 104,520人 318,000人 183,592人 209,782人 327,000人 ↗
新型コロナの5類移行によ
り、多くのイベントが再開さ
れたため。

文化芸術振興のため
の取り組みを推進し、
毎年1% ずつ増加させる
ことを目標とした。

49イベント 54イベント
100イベント

以上
78イベント 128イベント

100イベント
以上 ↗

新型コロナの5類移行によ
り、多くのイベントが再開さ
れたため。

文化芸術イベントの発
信力強化のため、100
日間に100のイベントを
継続的に実施していく
ことを目標とした。

38.4% 43.5% 39.4% 46.5% ↗
（令和3年度から5年度へ
の変化について）
新型コロナの5類移行など
により外出が増え、歴史
や文化に触れる機会が増
えたため。

文化財に対する関心を
高 め る 取 り 組 み を 進
め、毎年1%の増を目標
とした。

37,516人 50,280人 61,200人 42,607人 37,025人 61,200人 ↘
郷土民家園が所在する泉
の 森 の 、 自 然 観 察 セ ン
ターしらかしの家の利用者
数も減少していることから
推察されるように、令和5
年2月にやまと公園がリ
ニューアルオープンしたこ
となどにより市域の人流が
変化したため。

郷土民家園（カウンター
数）、つる舞の里歴史
資料館、下鶴間ふるさ
と館3館の入園・入館者
数を過去5年の最高値
（61,216人）を基準に固
定値として採用した。

28



2017年
（H29）

時点等
2019年度

(R1)

めざす成果 成果を計る主な指標 計算式等

現状値 実績値

114
スポーツ推進計画アンケート調査で測
定

59.7%
2017年
11月

115
市が設置するスポーツ施設の延べ利用
者数/総人口

5.94回
2018年

3月
5.36回

116
スポーツ推進計画アンケート調査で測
定

34.3%
2017年
11月

117
スポーツ推進計画アンケート調査で測
定

16.9%
2017年
11月

118 女子サッカーイベント参加者数 女子サッカー関連イベントの参加者数 8,507人
2018年

3月
11,861人

8 - 1 - 1
あらゆる差別がなくす
べての人が互いの人
権を尊重し合っている

119 市民意識調査で測定 66.9%
2016年
11月

120
男女共同参画に関する市民意識調査
で測定

21.9%
2017年
11月

121 女性委員数/全委員数×100 29.7%
2018年

4月
32.2%

8 - 1 - 2
男女共同参画が実
感できている

7 - 3 - 1
スポーツを楽しむ人
が増えている

週に１回以上スポーツをしている市民の割
合

市民１人あたりの公共スポーツ施設年間利
用回数

年１回以上直接会場でスポーツを観戦した
市民の割合

スポーツに関わるボランティア活動を経験
したことがある市民割合

地域に差別意識はないと思う市民の割合

男女が平等であると感じる市民の割合

審議会、委員会などにおける女性委員の
割合
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2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2021年
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

2024年(R6)
　向上 ： ↗
　低下 ： ↘
　維持 ： →

理　由

実績値
最終

目標値
目標値の
設定理由

R4→R5
※R4の実績値がない場合は直近の値と比較

中間
目標値

実績の変化

実績値

64.6％ 63.3% 65.3% 66.0% ↗

（令和5年度の実績値は令
和5年4月実施のアンケー
ト結果であることを踏まえ
て考察）
令和4年度にコロナ禍によ
る行動制限が緩和され、
スポーツを「する」機会が
前年よりも増加し、参加す
る市民も増加しているた
め。

国がスポーツ基本計画
に定めている65%の目
標値を踏まえ、スポー
ツ活動の促進によって
割合を年間で約1ポイ
ントずつ増やすことを目
指し、目標値を設定し
た。

2.85回 3.70回 6.13回 4.67回 4.98回 6.32回 ↗
新型コロナの5類移行によ
り、スポーツを「する」機会
や参加する市民が一層増
加したため。

公共スポーツ施設年間
利用者数を年1%程度増
やすことを目指して目
標値を設定した。

17.0％ 36.3% 21.6% 37.8% ↗

（令和5年度の実績値は令
和5年4月実施のアンケー
ト結果であることを踏まえ
て考察）
令和4年度にコロナ禍によ
る行動制限が緩和され、
スポーツを「みる」機会が
前年よりも増加し、直接観
戦する市民も増加したた
め。

各種事業を通して「み
る」スポーツの促進を
図り、割合を年間で0.5
ポイントずつ増やすこと
を目標とした。

16.0％ 18.9% 11.2% 20.4% ↘

（令和5年度の実績値は令
和5年4月実施のアンケー
ト結果であることを踏まえ
て考察）
令和4年度にコロナ禍によ
る行動制限が緩和され、
「する」「みる」スポーツの
再開は認知されたが、「さ
さえる」スポーツへの参加
に関する市民のモチベー
ションの回復が遅れたた
め。

スポーツボランティア活
動の促進を図り、割合
を年間で0.5ポイントず
つ増やすことを目標とし
た。

1,879人 1,985人 9,060人 6,196人 7,511人 9,360人 ↗
新型コロナの5類移行によ
り、スポーツを「する」「み
る」機会や参加（観戦）す
る市民が増加したため。

女子サッカーのまちとし
て、市民に親しまれ、ス
ポーツ推進が図られて
いることを目指し、2017
年度実績から前期基本
計画の最終年度までに
約10%増加させる目標
値を設定した。

63.5% 74.0% 65.6% 76.0% ↗
新型コロナの5類移行によ
り、市民に対して、人権に
関する啓発をする機会が
増えたため。

これまでの市民意識調
査結果の推移を参考
に、今後、さらなる差別
意識の解消を図りなが
ら、4人中3人の人が実
感できることを目標とし
た。

26.0% 21.2% 29.0% R5実績値なし

これまでの市民意識調
査結果の推移を踏まえ
つつ、男女平等や女性
活躍の促進に関する啓
発を着実に進めること
などにより、毎年1ポイ
ントの上昇を見込む。

31.6% 31.7% 33.0% 31.9% 30.2% 36.0% ↘ 女性委員の割合の高い委
員会が廃止されたため。

国の第4次男女共同参
画基本計画に定められ
て い る 2020 年 ま で の
30％に沿った目標とし
つつ、毎年1％の上昇
を見込み設定した。
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2017年
（H29）

時点等
2019年度

(R1)

めざす成果 成果を計る主な指標 計算式等

現状値 実績値

122 市民意識調査で測定 22.3%
2016年
11月

123
事業、通訳翻訳、クロスカルチャーセミ
ナー、日本語・学習支援のボランティア
登録者数

314人
2017年

3月
325人

124 市民意識調査で測定 66.5%
2016年
11月

125
商店街団体の加入事業者数/市内商業
者数（小売業＋卸売業）×100

68.0%
2017年

3月
60.8%

126
市内の事業所数の累計（経済センサ
ス）

7,479事業所
2018年

6月

127 市民税課への法人設立届の件数 273件
2018年

3月
287件

128 入居区画数/全区画数×100 100%
2018年

4月
100%

129
市内事業所で働く従業者数の累計
（経済センサスより）

76,799人
2018年

6月

130
勤労者サービスセンターの加入者数の
累計

3,351人
2018年

3月
3,194人

8 - 2 - 1
商店街や企業が活
発に活動している

8 - 2 - 2
市内で働く人が増
え、生き生きと働いて
いる

8 - 1 - 3
地域の中で多文化共
生が行われている

市内事業所数

法人設立数

起業家支援スペースの稼働率

市内事業所従業者数

勤労者サービスセンターの加入者数

多文化共生・国際交流が行われていると思
う市民の割合

外国人を支援するボランティア登録者数

大和市は、買い物がしやすいと思う市民の
割合

市内商業者が商店会等に加入している割
合
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2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2021年
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

2024年(R6)
　向上 ： ↗
　低下 ： ↘
　維持 ： →

理　由

実績値
最終

目標値
目標値の
設定理由

R4→R5
※R4の実績値がない場合は直近の値と比較

中間
目標値

実績の変化

実績値

26.4% 27.5% 33.3% 30.5% ↗
5 年 振り に 行 っ たやまと
ワールドフェスタ等のイベ
ントの再開により、多文化
共生や国際交流を実感で
きる機会が増えたため。

これまでの市民意識調
査結果の推移を踏まえ
つつ、昨今の地震や台
風などの自然災害に備
えた支援ネットワークづ
くりの気運が高まる中
で、外国人に対する支
援についても意識の涵
養が見込まれることか
ら、年間１ポイントの上
昇を目標とする。

351人 368人 350人 362人 409人 390人 ↗
新型コロナの5類移行によ
り、イベントや日本語学習
の再開が進んだため。

1年あたり10人程度増
やしていくことを目標と
した。

75.5% 69.0% 71.0% 70.0% ↘
（令和3年度から5年度へ
の変化について）
買い物に対するニーズの
多様化に対し、それに応
えられる店の充実が進ま
なかったため。

これまでの市民意識の
増加傾向を参考に、目
標値は現状維持の中
で も わ ず か に 上 昇 さ
せ、70%の市民が買い
物がしやすいと感じるこ
とを目指し、目標を設
定した。

56.4% 66.80% 68.0% 69.6% 60.6% 68.0% ↘ 解散した商店会があった
ため。

高齢化に伴う承継問題
や、人材確保の難しさ
等、市内商業者を取り
巻く状況が厳しいことか
ら、現状を維持していく
ことを目標とした。

6,874事業所 7,550事業所 7,620事業所 R5実績値なし

2014年と2016年の事業
所数を比較するとマイ
ナス371事業所と減少
傾向にあるが、既存企
業の操業環境の確保
や企業誘致、起業家支
援に取り組むことなど
により、現状維持の中
でもわずかに上昇させ
ることを目標とした。

260件 238件 300件 271件 287件 330件 ↗
新型コロナの5類移行によ
り、起業の障害が一層減
り、起業意欲の高まりが続
いているため。

起業家支援の充実等、
新たに法人が設立され
るよう取り組む中で、過
去の上昇率を参考に目
標値を設定した。

100% 100% 100% 100% 100% 100% ↗
入居者募集の広報周知に
継 続 的 に 取 り 組 ん だ た
め。

起業家支援策の充実を
図るとともに、広報周知
に取り組むことにより、
年度当初の稼働率を
100%とすることを目標と
した。

77,497人 77,500人 78,300人 R5実績値なし

2014年と2016年の従業
者数を比較するとマイ
ナス5,135人と減少傾向
にあるが、既存企業の
操業環境の確保や企
業誘致、起業家支援に
取り組むことなどによ
り、現状維持の中でも
わずかに上昇させるこ
とを目標とした。

3,097人 2,949人 3,380人 2,864人 2,740人 3,420人 ↘
後継者不足による中小企
業の事業所の減少や、高
齢化に伴う就業者の減少
のため。

高齢化に伴う承継問題
や、人材確保の難しさ
等、市内中小企業者を
取り巻く状況が厳しいこ
とから、現状維持の中
でもわずかに上昇させ
ることを目標とした。
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2017年
（H29）

時点等
2019年度

(R1)

めざす成果 成果を計る主な指標 計算式等

現状値 実績値

8 - 2 - 2
市内で働く人が増
え、生き生きと働いて
いる

131
健康経営による産業表彰を受けた企業
の件数

1事業者
2018年

3月
2事業者

132 援農サポーターの登録者数 40人
2018年

3月
39人

133
朝霧市、夕やけ市、おさんぽマートの年
間開催回数の合計

152回
2018年

3月
153回

134
各イベントの年間来場者数（主催者発
表）の合計（1月～12月）

936,400人
2018年

3月
1,118,573人

135 各施設来場者数の合計（1月～12月） 1,014,532人
2018年

3月
848,287人

136
フィルムコミッションによる撮影件数（市
及び民間施設を含む）

53件
2018年

3月
28件

137 市民意識調査で測定 24.3%
2016年
11月

138 自治会加入世帯/ 世帯数全体×100 66.1%
2018年

3月
64.8%

139
全20館（1ヶ月以上休館した施設を除く）
の年間平均利用者数

16,417人
2018年

3月
13,299人

140 市民活動センター利用登録団体の数 139団体
2018年

3月
169団体

141
１年間に、市民活動課窓口において、
ボランティアに関する情報の提供を受け
た市民の数

155人
2018年

3月
130人

8 - 3 - 1
地域の活動が活発
に行われ、絆が深
まっている

8 - 3 - 2
公共を担う市民や事
業者が増えている

8 - 2 - 3
都市農業が営まれ、
地域農産物が安定
的に消費されている

8 - 2 - 4
多くの人が「大和」に
訪れ、まちの魅力も
高まっている

コミュニティセンター1館当たりの年間平均
利用者数

市民活動センター利用登録団体数

市からのボランティア情報の提供者数

朝霧市、夕やけ市、おさんぽマートの年間
開催回数

観光イベントの総来場者数

観光施設等の総来場者数

フィルムコミッションで対応した撮影件数

地域活動に参加している市民等の割合

自治会への加入世帯割合

健康経営による産業表彰数（累計）

援農サポーターの登録者数
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2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2021年
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

2024年(R6)
　向上 ： ↗
　低下 ： ↘
　維持 ： →

理　由

実績値
最終

目標値
目標値の
設定理由

R4→R5
※R4の実績値がない場合は直近の値と比較

中間
目標値

実績の変化

実績値

3事業者 7事業者 3事業者 11事業者 14事業者 5事業者 ↗ 健康経営に対する事業者
の理解が進んだため。

事業者に向けて健康経
営に対する意識啓発を
積極的に行い、1年ごと
に1社程度増加すること
を目標とした。

30人 42人 42人 79人 68人 46人 ↘
援農サポーターに関する
普及啓発は行ったが、農
業への興味を新たに喚起
することにはつながらな
かったため。

新規登録者数と高齢等
を理由とした登録解除
者数の動向を踏まえ、
目標値を設定した。

145回 155回 150回 152回 171回 150回 ↗
令和５年度に、やまと公園
にて、新たに定期市を開
催したため。

年間の開催予定日から
天候等によって開催で
きない日を考慮し目標
値を設定した。

17,785人 11,720人 1,153,000人 56,027人 680,763人 1,163,500人 ↗
新型コロナの5類移行でイ
ベントの規模が拡大され
た等により、観光イベント
の 来 場 者 が 増 加 し たた
め。

天候の影響を考慮した
う え で 、 過 去 3 年 分
(2015～2017)の平均来
場者数（113万9千人）
から毎年3,500人程度
増加することを目指し、
目標値を設定した。

607,946人 727,280人 1,035,000人 782,102人 763,742人 1,050,000人 ↘
大和ゆとりの森大規模多
目的広場の人工芝張替工
事の実施により、同広場を
３か月間臨時休業としたた
め。

2017年の来場者数から
毎年5,000人程度増加
することを目指し、目標
値を設定した。

49件 41件 62件 36件 47件 　62件 ↗
令和５年度のロケの申込
み数は１８６件であり、撮
影受け入れに向けて撮影
時間、体制に関する調整
をより丁寧に実施したた
め。

過去3年度分（2015～
2017）の実績を踏まえ、
当該期間での最高件
数を目指し、目標値を
設定した。

20.4% 29.5% 21.9% 32.5% ↗
（令和3年度から5年度の
変化について）
新型コロナの5類移行によ
り、地域活動を実施しやす
くなったため。

自治会連絡協議会及
び各自治会等の地域
活動団体と協力し、地
域活動に参加する市民
を毎年1%増やしていくこ
とを目標とした。

62.7% 61.5% 68.1% 58.5 56.8% 69.6% ↘
高齢化、核家族化、市民
の意識変化により、自治
会加入希望者が減少して
いるため。

自治会連絡協議会と協
力 して加 入促 進 に 努
め、加入率を毎年前年
比で0.5ポイント増やす
ことを目標とした。

3,216人 6,643人 17,100人 8,236人 9,522人 17,566人 ↗
新型コロナの5類移行によ
り、コミュニティセンターに
おける活動が増加したた
め。

地域コミュニティを活発
にするため、これまで
の実績値を踏まえつつ
中間目標値を設定し、
以後、年間平均利用者
数を毎年度1%程度増加
させるこ とを 目標 とし
た。

200団体 156団体 230団体 168団体 142団体 260団体 ↘
大きな音を出せない市民
活動センター（ベテルギウ
ス）の制約を受け、登録を
継続しない団体が比較的
多かったため。

例年の実績を踏まえつ
つ、2018年度からベテ
ルギウスに移転したの
を契機として、利用登
録が促進されることを
考慮した。移転初年度
の2018年度は61団体
の新規登録、2019年度
以降は毎年10団体の
新規登録を見込んで設
定した。

96人 3人 225人 355人 227人 298人 ↘
令和４年度に「出張！ボラ
ンティア総合案内所」を併
せて実施していたイベント
が令和5年度に見直され
たことに伴い実施回数が
減ったため。

例年の実績を踏まえつ
つ、イベント開催等を通
じ、ボランティア情報の
提供者数を毎年10%増
やしていくことを目指し
目標値を設定した。
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2017年
（H29）

時点等
2019年度

(R1)

めざす成果 成果を計る主な指標 計算式等

現状値 実績値

8 - 3 - 2
公共を担う市民や事
業者が増えている

142 年間のベテルギウス（本館）の来館者数 - - 139,041人ベテルギウス（本館）年間来館者数
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2020年度
(R2)

2021年度
(R3)

2021年
(R3)

2022年度
(R4)

2023年度
(R5)

2024年(R6)
　向上 ： ↗
　低下 ： ↘
　維持 ： →

理　由

実績値
最終

目標値
目標値の
設定理由

R4→R5
※R4の実績値がない場合は直近の値と比較

中間
目標値

実績の変化

実績値

58,145人 77,866人 75,300人 90,892人 107,150人 79,900人 ↗

■コロナ禍の影響が小さく
なり、入居団体の活動が
増加するとともに、部室等
の市民の登録が増え、定
員に達したため。
■市民交流スペースにつ
いて、世代を問わず利用
されており、特に放課後の
時間帯には小学生から高
校生の利用が多いため。

当該施設は2018年4月
にオープンしており、市
民活動のみならず、青
少年、シルバー人材セ
ンターも兼ね備えてい
ること、また、他施設に
おける来館者等見込み
状況を勘案した2018年
度の年間予測値をもと
に、毎年2.0%の上昇を
見込み設定した。
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